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Ⅰ はじめに 

１ 趣 旨 

令和４年３月、「新潟県農林水産物のブランド化推進に関する条例」（以下「条例」とい

う。）が施行されました。 

条例において、「ブランド化」とは、農林水産物の持つ有意な差異を生かし、当該農林

水産物の価値を高め、消費者の信頼を確保し、及び共感を得ることを目指すことと規定さ

れていますが、昨今、農林水産業を取り巻く状況、消費者意識の多様化、デジタル社会の

進展等、農林水産物のブランド化に関する環境は大きく変化しています。 

そのような中、県では条例第４条及び第 11 条の規定に基づき、令和５年３月に取りま

とめた県産農林水産物のブランド化の推進に関する基本的な方針（以下「基本方針」とい

う。）を公表するとともに、生産者団体等で構成される各品目の推進組織が中心となり、

品目の独自性やこだわりを踏まえた差別化の取組や、観光・外食などと連携した効果的な

プロモーション等を内容とするアクションプランを策定しました。 

現在、そのプランに基づいた各種プロモーションを令和５年度から実施しているところ

です。今回、新潟県総合計画の見直しのタイミングに合わせ、基本方針の改定を行いまし

た。 

引き続き、条例に掲げる付加価値の高い持続可能な農林水産業、地域経済の活性化、さ

らには、県民が誇りと愛着を持つことができる地域社会の実現を目的とし、県産農林水産

物のブランド化を推進していきます。 
 
 
 

２ 計画期間 

基本方針は、新潟県総合計画との整合性を図るため、令和 14 年度までを計画期間とし

ます。 

ただし、今後の社会経済状況の変化や計画の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見直し

を行うこととします。 
 

３ 計画に基づく施策等の運用 

基本方針に基づく施策や事業について、県推進ブランド品目の品目ごとに設定したＫＰ

Ｉに基づき事業の進捗を評価するとともに、その結果を県民向けに公表します。 

さらに、基本方針の見直しや県推進ブランド品目の再選定など、ＰＤＣＡサイクルによ

る運用により、適時適切な取組を継続して推進します。  
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Ⅱ 基本方針の柱 

１ オール新潟で「新潟らしさ」を魅力発信する機運の醸成 

 

〇 本県は、広大な県土と豊かな自然に恵まれた、おいしい食の宝庫として、県外からも

高い評価を受けています。（※１） 

〇 しかし、県内に、多種多様な魅力が存在していながらも、新潟のブランドイメージは、

米、酒、雪など、限定的なイメージにとどまっており、県民自らが、それらの魅力を積

極的に情報発信している割合は低い現状にあります。（※２） 

〇 このような現状を打破するため、県民はもとより、県外の新潟ゆかりの人々を幅広く

巻き込み、オール新潟の力を結集することにより、県民が誇りと愛着を持てる、新潟ら

しい農林水産物のすばらしさを外向けに情報発信し、表現していく機運を醸成します。 
 
 

（※１） 都道府県順位 出 典 

食事がおいしい 第４位 地域ブランド調査 2022：㈱ブランド総合研究所 
  

（※２） 回答割合       出 典 

県に愛着を感じる ８割 新潟のイメージ・魅力等に関するアンケート調査

結果（第２回新潟の魅力を考える懇談会資料） 

：2019年 

県を魅力的な場と感じる ６割 

県の魅力を積極的に発信 １割 

 

 

２ 消費者の信頼と共感を基本に、安定供給できる生産体制の構築 

 

〇 本県の農林水産業は、米を始めとして園芸品目や畜産物など、食味・品質を重視した

生産を基本に、県内や首都圏、海外も含めた販路拡大を積極的に進めてきました。 

〇 しかし、米以外の品目については、首都圏等での認知度は低く、取り扱っている店舗

数も十分とはいえないため、情報発信と併せ、求められる品質と量を安定供給すること

が課題となっています。 

〇 そこで、安全・安心でおいしいと評価される県産農林水産物の提供等により、消費者

の信頼と共感を得ることを基本に、安定供給をするための栽培管理技術の開発・普及や、

それに必要な機械化・施設化の推進により、産地の生産体制を整備します。 
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３ 県推進ブランド品目の創出による産地「新潟」のブランドイメージ確立 

 

〇 全国の自治体が農林水産物のブランド化を推進する中、産地間競争に打ち勝つために

は、産品自体の品質向上だけではなく、産地「新潟」のブランドイメージも一体的に向

上させていく必要があります。 

〇 安全・安心でおいしいと評価される県産農林水産物と、新潟の持つ豊かな自然・伝統・

食文化は、差別化の源泉であるだけではなく、新潟への誇りと愛着を生み出す根幹とな

る要素でもあります。 

〇 産地「新潟」のブランドイメージを確立し、県産農林水産物全体の付加価値の向上を

図るため、新潟らしい農林水産物のすばらしさを表現するイメージリーダーとして、県

推進ブランド品目の創出を目指します。 

〇 県は、県推進ブランド品目が、県産農林水産物全体の牽引役として期待される効果や

役割を発揮できるよう、品目選定にあたっては、県外出荷だけでなく、ギフトや県内観

光向け等の用途も考慮するとともに、品目ごとに推進組織を設置し、高付加価値化や観

光・外食などと連携したプロモーション等のアクションプランを策定・実践し、必要に

応じて随時見直していきます。 

 

 

 

 

図 県推進ブランド品目の役割 
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４ 自然、伝統、食文化など産地に根ざした地域ブランド品目の育成 

 

〇 農林水産物・食品は、自然や伝統、食文化等の違いから地域性が生まれ、地域の独自

性や優位性がブランド構築に大きな役割を果たしています。 

〇 この地域性から派生したものとして、生産者のこだわり、旬の時期にしか食べられな

い食材、地域伝承の郷土料理等、多様な地域資源を生み出しています。 

〇 消費者に対し、地域産品自体の品質や特長に加え、様々な地域資源の魅力を幅広く伝

えるため、その背景にあるストーリーや食文化等を合わせて情報発信することにより、

付加価値の高い地域ブランド品目を創出・育成していきます。 

〇 県は、地域ごとの、食味・品質を重視した安定生産対策等の取組と連携し、流通・販

売等の取組を支援することで、地域ブランドの確立を推進します。 

 

 

図 県推進ブランド品目 と 地域ブランド品目 

 

 

５ 県産農林水産物を核とした関連産業との連携促進 

 

〇 観光産業や外食産業にとって、地域の特色ある食は大きな魅力であり、消費者にそれ

らの魅力を伝えることは、農林水産物のブランド化推進の原動力になるだけではなく、

県内外からの誘客にもつながるなど、関連産業への相乗効果を生み出します。 

〇 さらに、一次産品の仕向先である食品製造業者や加工業者のほか、販売拡大や地産地

消にも貢献する農産物直売所や産直ＥＣサイトなど販路の多角化は、生産者の所得向上

や経営の安定化にも大きな力を発揮します。 

〇 そのため、県は、流通の多様化を踏まえた販路の多角化を推進することにより、県産

品の魅力やおいしさを幅広く「おとどけ」していきます。 

〇 また、産地や地域経済の活性化を図るため、業種の壁を越え、農林水産物を核とした

関連産業の連携を促進させ、「おもてなし」することにより、地域に紐づいた県産品の

販売や観光等も含めたブランドの構築を目指します。 
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図 ブランド化の取組による産地「新潟」のブランドイメージ確立 
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Ⅲ 期待される効果 

１ 農林水産業の振興に関する効果 

県産農林水産物のブランド化により、魅力ある産品として差別化され、多くの消費者か

ら、その価値が認知されると、販売単価の上昇につながります。 

また、良いブランドイメージが消費者に幅広く伝わり、期待される価値を提供し続ける

ことで消費者の信頼が高まり、数多くのリピーターやファンを獲得するなど、販売数量は

増加し、販売総額も伸びていきます。 

さらに、幅広いブランド品目の創出や育成により、県や市町村の産地イメージの向上に

もつながっていくものと考えられます。 

その結果、生産者は、所得向上と経営の安定化が図られ、生産拡大できる環境を整える

ことで、意欲ある担い手の新たな参入や後継者の育成・確保が進み、本県の農林水産業の

持続的な発展に寄与していく効果が期待されます。 

 

２ 関連産業の振興に関する効果 

魅力ある県産農林水産物のブランド化で、その価値が幅広く伝わることにより、国内外

の観光客や来訪者を増やし、小売業者、飲食業者、観光業者、食品加工業者及び酒類事業

者など関連産業との連携が一層進むことにより、売上増加や所得向上にも貢献するなど、

地域経済の活性化につながる効果が期待されます。 

 

３ 県民意識の高まりを促進させる効果 

県産農林水産物のブランド化の推進や産地イメージの向上は、県産品を核とした関連産

業への相乗効果も合わせ、県民の意識にも様々な影響を与えます。 

具体的には、多くの県民が、県産農林水産物の魅力に気付き、その価値を改めて再認識

することにより、本県への誇りと愛着を育む契機になるものと考えられます。 

さらに、このような意識の高まりが広がり、県民が自らの地域の特産品を自慢し、県産

品の魅力を情報発信する機運が醸成されることにより、産地「新潟」の発信力が高まり、

県全体の魅力向上にも貢献する効果が期待されます。 
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Ⅳ 施策の推進 

１ 生産の振興について 

【米】 

（１）コシヒカリは需要に見合った生産を行う一方で、食味を重視した栽培管理と異常気

象に負けない米づくりを実践することで、トップブランドにふさわしい食味・品質を

確保し、更なるブランド力強化を推進します。 

（２）新之助は生産者要件や食味・品質基準によるブランド管理に努め、高いレベルで安

定した食味・品質を確保するとともに、全国的なプロモーションにより消費者の認知

度を高め、需要の喚起と併せた生産拡大を推進します。 

 

【園芸・きのこ】 

（１）消費者やバイヤーのニーズに応じた生産や、ＳＤＧs・ＧＡＰの取組等を支援する

とともに、栽培管理技術の高位平準化による高品質・良食味な園芸品目を提供するこ

とでブランド力強化を図ります。 

（２）機械化や施設化などを積極的に推進して生産効率の高い産地の育成を進めるととも

に、ＪＡや産地間で同一品目の連携・販売等によるオール新潟での取組により、需要

に応え切れていない品目の生産や作期の拡大に取り組みます。 

（３）きのこについては、高品質で安定的に生産するため、省力化や生産効率の高い施

設導入を支援し、生産体制の整備を図るととともに、安全・安心の向上や、経営改

善に資するＧＡＰなどの研修などを通じて生産技術の向上を図ります。 

 

【畜産】 

（１）飼養衛生管理技術の改善や優良血統の選抜に加え、農場ＨＡＣＣＰ認証の取組等を

支援することで、畜産物の良食味・高品質化を図り、ブランド力強化を推進します。 

（２）産地や個々の経営が抱える課題解決に向けて地域ぐるみで支援する体制を構築し、

意欲ある担い手の規模拡大や共同化・法人化、並びに必要な施設機械の導入を推進す

ることで、需要に応じた畜産物の生産体制の整備を支援します。 

 

【水産】 

（１）水産物の品質は、鮮度の維持が基本であることから、神経締め等の鮮度向上につな

がる取組を進めると共に、漁業者と流通業者等の連携を進め、魚の大きさや鮮度の規

格を設けることで、消費者の求める高品質な水産物の提供が図られるよう努めます。 

（２）数量管理を基本とする資源管理が進む中で、生産量を増加させることが困難である

ことから、消費者の需要に安定して応えられるよう適切な資源評価と管理を実施し、

水産資源の持続的な利用を推進します。 

 

【錦鯉】 

（１）錦鯉については、今後、産地間競争が懸念されることから、「錦鯉発祥の地・新潟」

の認知度向上と更なる生産技術の改善に取り組むほか、安心して県産錦鯉を購入して
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もらえるよう防疫体制を強化します。 

（２）法人化による経営体の確保等、輸出産地の育成を進めることで、新潟県の強みであ

る多品種の生産を維持し、生産量の増大に努めます。 

 

 

２ 優良な種苗等に関すること 

【米】 

（１）米の主産県である本県において、優良種子の生産・供給は新潟米生産の根幹である

ため、新潟県主要農作物種子条例に基づき、県が主体となって種子の安定生産・供給

体制を整備し、優良種子を提供します。 

 

【園芸・きのこ】 

（１）良食味や品質の高い本県が育成した品種等について、原原種及び原種を確保して系 

統純正で無病の優良品種を迅速かつ組織的に普及させるため、新潟県園芸品目原種等

取扱要領に基づき、毎年関係機関と調整のうえ、計画的に原原種及び原種の提供を行

います。 

（２）本県が育成したきのこの品種において、新潟県きのこ原種菌等取扱要領に基づき、 

県は母菌を管理するとともに、種菌の使用を希望する生産者に対し、原種菌取扱い団

体を通じて種菌の提供を行います。 

（３）在来品種等を栽培している産地や地域が行う優良な種苗等を確保する取組に対し 

て、栽培技術指導を行うとともに、生産体制の整備に向けた支援を行います。 

 

【畜産】 

（１）家畜の改良増殖は、畜産物の安定供給と畜産経営の発展を図る上で重要であること

から、長期的な展望に立った「新潟県家畜改良増殖計画」を定め、計画目標の達成に

向けて、優良な和牛受精卵の作出・供給など、関係団体及び農業者と一体となって改

良増殖対策に取り組みます。 

 

 

３ 県産農林水産物の育成及び技術開発に関すること 

【品種育成】 

（１）消費者から選ばれる農林水産物を育成するため、生産現場や実需者、流通関係者の

意見を聞きつつ、本県の優位性を発揮できる品目を中心に、将来の県農業を見据えた

戦略的な品種育成を進めます。 

 

【技術開発】 

（１）県産農畜産物の品質・食味向上技術、地域の特徴を活かした高付加価値化技術の開

発など、ブランド化を推進する上で必要な研究開発を進めます。 
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（２）カーボンニュートラルの実現に貢献できる生産技術、ＤＸを活用したスマート農業

技術など、持続可能な農林水産業の構築に向けた革新的な研究開発を進めるとともに、

新しい市場創出に向け、産学官連携による共同研究を一層強化します。 

 

 

４ 知的財産保護に関すること 

【共通】 

（１）県育成品種については、品種登録及び商標登録により国内及び海外で知的財産の管

理を行うとともに、ブランドの保護と活用を進めます。 

（２）県内在来品種の種子・種苗について、育種素材としての活用の観点から収集や保存

に取り組むとともに、産地と連携して特性表の作成を進めるなど、地域ブランドの維

持を支援します。 

（３）地理的表示（ＧＩ）保護制度の登録を目指す産地を支援するとともに、登録された

農林水産物を代表的な県産品として情報発信することで、産地のブランド力向上を図

ります。 

 

【錦鯉】 

（１）錦鯉については、「日本農林規格（ＪＡＳ規格）」を活用し、既に認証されている品

種名等の用語の規格のほか、錦鯉品評会における鑑定方法・審査員規格や、新たな  

ＪＡＳの策定について国等へ働きかけます。 

（２）また、生産証明書等のＮＦＴ化等の検討を進めることで、知的財産の管理を推進し、

今後の輸出拡大を図ります。 

 

 

５ 商品の開発及び販路の開拓に関すること 

【商品の開発】 

（１）県内食品事業者の商品開発によるブランド化を推進するため、県の研究機関を通じ

た技術指導等によるサポートや、県産農林水産物を原料とする商品開発への支援等に

より、県産品の特長を活かした差別化を推進します。 

（２）県産農林水産物の付加価値をさらに向上させるため、雪室等の伝統的な手法を用い

た保存、長期間の流通や加工技術の研究開発等の取組を支援することで、ブランド力

強化につながる商品の開発を推進します。 

 

【流通実態に応じた販路の開拓】 

（１）加工・業務用需要に対応するため、生産者と一次加工業者とのマッチングを促進す

ることにより、販路開拓を一層進めるとともに県産品のブランド化を推進します。 

（２）産直ＥＣサイトなど今後とも市場拡大が見込まれるオンライン市場で競争力を強化

するため、生産者のこだわりや独自の魅力等を消費者に直接訴求する取組を促進し、
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差別化を図ることで、更なる販路開拓を推進します。 

（３）海外市場を開拓するため、新潟県産農林水産物輸出拡大実行プランに基づき、輸出

に取り組む環境づくりを進めるとともに、産地「新潟」のブランド構築、生産・流通・

販売を一体的に進める輸出ルートの構築等により、輸出拡大を推進します。 

 

【品目特性に応じた販路の開拓】 

（１）品目の特性に応じたブランド化を進めるため、生産量が多く積極的に県外に出荷で

きる品目、大切な人へのギフトなど旬の時期に限定した高級品、生産量は少ないが県

への誘客につながる希少価値のある品目など、差別化できる価値を活かすことにより

一層の販路開拓を推進します。 

 

【関連産業や都道府県との連携による販路の開拓】 

（１）産地のブランド力を強化するため、産地に根ざした農林水産物を中心に、農業生産

関連事業（※３）に取り組むことで、販路開拓や地産地消を進めるとともに、地域内の

産業連携を促進することにより、地域産業全体の活性化を図ります。 

（※３）農産物加工、農産物直売所、観光農園、農家民宿、農家レストラン 

（２）他の都道府県と連携し、それぞれの特産品を相互にＰＲ、販売しあう等の枠組みを

活用することで、新たな販路の開拓を推進します。 

 

【流通合理化による販路の開拓】 

（１）物流業界の人手不足等による農産物輸送のコスト上昇が一層厳しさを増す中、県外

での産地間競争に打ち勝つため、県内生産団体、運送業者、卸売市場関係者等の幅広

い連携を促し、農産物の流通合理化による効率的な流通ルートを構築することにより、

競争力を高め、一層の販路開拓とブランド化に取り組みます。 

 

 

６ 情報の発信に関すること 

【ブランドキャッチコピーとロゴマークの積極的な活用】 

（１）ブランドキャッチコピーとロゴマークは、 

県の使用に加え、生産者団体や市町村、 

県産農林水産物を使った加工品を製造する 

事業者等に幅広く活用してもらうことで、 

消費者に品質の高さや生産者のこだわり等 

について積極的にアピールします。 

 

【消費者の発信力やメディアの有効活用】 

（１）幅広い世代でＳＮＳ等のデジタルメディアが活用され、消費者は情報の受け手であ

ると同時に、発信者であり、広告塔でもあります。県産農林水産物のブランド化を推

進するため、付加価値が高い産品の提供を通じて、消費者の信頼と共感を獲得するこ

〈ブランドキャッチコピー及びロゴマーク〉 
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とで、その発信力を強化し、県産農林水産物の魅力を幅広く訴求します。 

（２）県産農林水産物のブランド力を高めるため、情報発信の相手方となるターゲットを

的確に想定するとともに、マスメディア及びデジタルメディアを組み合わせ、一つの

情報を様々なメディアで発信し、消費者の情報接触機会を増加させることで、県産品

の魅力を効果的に伝えます。 

 

【消費者意識の多様化への対応】 

（１）県産農林水産物の付加価値を高めるため、産品を生産者の立場から見たモノの良 

さだけではなく、消費者が家庭、飲食、ギフト、観光等のシーンを意識したコト消費

（※４）のほか、その時、その場所でしか味わえない盛り上がりを楽しむトキ消費（※５）

にも繋がる情報を発信します。 

（※４）コト消費：旅行やグルメ、趣味など経験や体験に価値を置く消費 

（※５）トキ消費：同じ志向を持つ者と一緒に、その時、その場所でしか味わえない盛り上がりを楽 

しむ消費 

（２）消費者ニーズが高まるエシカル消費（※６）に対応するため、生産者のＳＤＧs の取

組のほか、ＣＯ２ 排出量の削減やフードロス削減等の取組など、消費者の評価や購入

に良い影響を与える情報を積極的に発信します。 

（※６）エシカル消費：地域の活性化や雇用などを含む、人・社会・地域・環境に配慮した消費行動 

 

【産地イメージの向上】 

（１）産地「新潟」のイメージを高めるため、個別品目そのものの品質や特長に加え、新

潟の風土や食文化など新潟の強みについて、ストーリー性を付与した情報を発信する

ことにより、県産農林水産物全体の価値や競争力を向上させます。 

（２）県産農林水産物全体のイメージを向上させるため、産地の特徴を活かした単一品目

のブランド化を進めるだけではなく、各産地の優れた産品を一つのまとまりとして 

ＰＲを展開します。 

 

 

７ 県民理解の促進、機運醸成に関すること 

（１）多くの県民から県産農林水産物の魅力を再認識し、理解していただくため、食と農

に関するセミナーや食体験イベントの開催等の取組を積極的に提供することにより、

自らの産地や県産農林水産物への誇りと愛着を醸成する環境づくりを進めます。 

（２）県産農林水産物の魅力や価値を幅広く伝えるため、新潟に誇りと愛着を持つ県民の

ほか、県外や海外に在住する県ゆかりの人々、県産品を取扱う関連事業者等との連携

協力を促進することにより、オール新潟で積極的に情報発信する機運を醸成します。 


